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研究成果の概要（和文）：　本研究は，児童生徒本人が自身の特性・能力について評価するアセスメントシート
を活用し，自分の困難感と教師の気づき，学業成績との関連を検討した。その結果，教師は支援を必要だと考え
ているものの，困難を抱えていない生徒が存在した。その一方で，教師は支援を必要だと考えていないものの，
困難を抱えている生徒も同様に存在した。このことから他者評価と自己評価を同時に行うことで早期発見・早期
支援が可能となることが示唆された。

研究成果の概要（英文）：　The purpose of this study is to develop the scale to evaluate one's 
characteristics and ability. And we examined association of a feeling of one’s difficulty, 
awareness of teacher and school record. Results revealed that the teacher thought support to be 
necessary, the students who did not have a feeling of difficulty existed.  On the other hand, though
 the teacher does not think support is necessary, there were the students who had a feeling of 
difficulty. Therefore, early detection and support are enabled by doing evaluation by others and 
self-evaluation.

研究分野：特別支援教育

キーワード： 軽度知的障害　境界域知能　アセスメント　自己評価　他者評価　自己理解
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究によって得られた調査結果や支援のモデル事例の分析をもとに，公開シンポジウムを開催し，アセスメ
ントから個別の指導計画の作成，支援に至る支援システムの有用性について検討し，相談支援事例をまとめた
「通常学級に在籍する子どもの学校適応支援マニュアル」を開発・作成した。本支援マニュアルは全国の教育現
場等に配布する準備を進めている。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 文部科学省（2018）によると，平成 29年度の小・中学校における不登校児童生徒は 14万人
にのぼり，学年が上がるにつれてその数は増加することが報告された。不登校となったきっか
けと考えられる状況として，いじめを除く友人関係をめぐる問題や学業の不振が挙げられ，中
学生になるとその割合が高まることが明らかとなっている。 
不登校との関連として，発達障害が指摘されており，小枝（2002）は発達障害の二次的な問
題として，不登校などの不適応状態に陥る可能性があると述べている。通常の学級において学
習面又は行動面において特別な支援を必要とする児童生徒が 6.5%に上ることが明らかとなっ
ている（文部科学省，2012）。このうち学習面で著しい困難を示す児童生徒は 4.5%であった。
このような学習面の著しい困難の要因として学習障害の他に軽度知的障害や境界域知能の子ど
もも含まれると考えられる。その一方で，なかには知的障害と認識されていない子どもも多く
存在している（山口・高田，2009）。 
 特別な支援を必要とする生徒への適切な支援を行っていくためには教師の「気づき」から「実
態把握」，「実態把握」から「支援」へと順を追って進んでいくことが望ましいとされている（磯
貝，2007）。その一方で田中・廣澤・滝吉他（2006）は，発達障害児の保護者への面接調査に
おいて，発達障害児が小学校の高学年になると自分自身の特性に対する疑問を自発的に保護者
に対して投げかけるようになると報告している。これらのことから，学校適応へ向けた特別な
支援ニーズに対するサポートは，2つの側面から気づきを得て支援を開始できると考えられる。
第一は担任教師や保護者，スクールカウンセラーなどの周囲の大人が子どもの特性に気づき，
環境調整などの支援策を講じる場合である。第二は子ども本人が自分の特性に気づき，自分に
合った学び方や学習量，人とのかかわり方を調節し，得意な方法やリスクから逃れる術を覚え
る場合である。発達段階の低い小学生段階の子ども等の場合には支援ニーズを教師や保護者と
いった周囲が把握する必要があるが，他者との違いに気づき始める中高生の場合は自分自身で
自身の支援ニーズを評価し，自身のニーズを自己理解へとつなげていくことも考えられる。 
適応とは，個人と環境との相互作用であり（八木・篠原，1989），適応行動とは個人と環境が
上手く折り合いを付けてふるまうことである（田上，1999）。そこで、外的な適応状態を評価
する他者評価に加え，内的な適応状態を評価する自己評価を組み合わせて実態把握することが
重要であろう。他者評価と自己評価を組み合わせることで，教師や保護者が気づかなかったつ
まずきや何らかの困難を感じている子どもを発見し，より早期に学校適応へ向けた支援が展開
できると考えられる。 
 
２．研究の目的 
研究（1）生徒自身が自覚する特別な支援ニーズと教師の気づきとの関連 
本研究では中学生自身が感じる特別な支援ニーズを評価するアセスメントシートを実施する
ことで，①教師が特別な支援の必要性を感じていないにもかかわらず，困難を感じている生徒
の有無，②教師が特別な支援の必要性を感じているにもかかわらず，本人に支援ニーズのない
生徒の有無やそうした生徒の支援ニーズの特徴を明らかにする。特に，不登校等の学校不適応
と関連が高いとされる学業成績と本人の支援ニーズとの関連について検討する。 
 
研究（2）本人との協働による支援方針の検討 
 本研究では，特別な支援ニーズのある中学生に対する支援において，対象児本人が自身の特
性について評価し，本人も含めて支援方針を検討する協議の場を設定することの有効性につい
て検証することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
研究（1）生徒自身が自覚する特別な支援ニーズと教師の気づきとの関連 
調査協力者：中学生 214名を対象とした。 
調査内容：①特別な支援ニーズに関する本人の自覚；橋本・熊谷・林他（2014）によって作成，
標準化されている ASIST学校適応スキルプロフィールを参考に作成した。ASISTは，発達支援
と不適応軽減という視点に基づき，A尺度[適応スキルの把握]と B尺度[特別な支援ニーズの把
握]から学校適応スキルの実態をプロフィールによって把握する。本研究では特別な支援ニーズ
の実態を把握する B 尺度 10 領域について，学校適応に重要と考えられる項目を各 2 項目ずつ
（学習領域は 3項目）抽出した。抽出項目は，①友人との関係が適応感に強く影響を及ぼす（大
久保，2005）ことから友人関係により影響を与えると思われる項目，②自己制御の発達的変化
が見られる（Levin，Culhane，Hartmann，et al，1991）中学生段階において特別な支援が必要な
生徒に著しくみられるとされる項目という 2つの基準にしたがって行なった。評定は，各項目
について自身にどの程度あてはまるかを 3 段階（「よくあてはまる[2 点]」，「少しあてはまる[1
点]，「あてはまらない[0点]」）で行い，得点が高いほど支援ニーズが高いことを示す。 
②特別な支援の必要性に関する教師の気づき； 担任教師に対して，各学級の生徒全員を対象
に学習面，生活面，対人関係面，行動情緒面での特別な支援の必要性の有無について教師評定
を求めた。 
 
研究（2）本人との協働による支援方針の検討 



対象者：通常学級に在籍する中学 3年生男児（A児）。忘れ物の多さ、こだわりの強さが主訴で
あった。 
支援方法：支援プログラムは大きく分けて 3セッションで構成した。①ASIST自記式シートを
実施し，自己の特性の理解度を把握する。②自記式シートへの回答を基にどのような場面でそ
のように感じるかを振り返った。また，保護者が回答した ASISTの評価を A児にも提示し，A
児自身が抱えている困難感や他者との認識の差について明らかにし，「他者から見た自分」につ
いて認識することを狙いとした。③セッション 2で選択・表現した支援ニーズをふまえ，学校
生活や日常生活で改善したい，あるいは改善できると思う項目を対象児に順位付けをしてもら
った。そのうえで，本人が改善したい項目および保護者が改善して欲しいと考えている項目に
ついて，改善するための方略を本人と支援者が協働して考えていくこととした。 
 なお，研究（1），研究（2）ともに対象児やその保護者，学校長，担任教師に対して研究趣旨
を説明し，同意を得ている。 
 
４．研究成果 
研究（1）生徒自身が自覚する特別な支援ニーズと教師の気づきとの関連 
教師が特別な支援の必要性を感じている生徒と感じてない生徒を比較したところ，学習およ
び多動性・衝動性において，教師が必要性を感じている生徒の支援ニーズが高かった。定期考
査や通知表という形で定期的に評価される学業や感情の起伏の激しさ，落ち着きのなさなど，
教師は授業場面や生活場面で把握しやすい特性から特別な支援の必要性の気づきを得やすいこ
とが示唆された。 
教師が特別な支援の必要性を感じている生徒や本人の支援ニーズが高い生徒，困難教科のあ
る生徒を対象に，自覚する支援ニーズごとにタイプ分類を行なったところ，自己理解の程度や
過剰適応傾向，理想とする自己像と現実の自己像との乖離などの要因によって 5つのグループ
に分類された。自身の特性理解が不十分な生徒に対しては，生徒本人と教師の評価を互いに開
示し，自身の行動を振り返りながら評価の差異を埋めるなどの支援の必要性が示唆された。そ
の一方で，自身の特性理解が進んでいる生徒に対しては，生徒本人と協働して支援目標を立案
し支援するなど，タイプに応じた支援の必要性が示唆された。 
 
研究（2）本人との協働による支援方針の検討 
 A児に ASIST自記式シートの回答を求めたところ，抵抗感を示すことなく記入することがで
きた。具体的な行動について評価することにより，容易に回答することができたと考えられる。
また，対象児自身が回答することで，保護者などの他者が気づかなかった本人のニーズが明ら
かとなり，おのおのが考えるニーズが明確になることが示唆された。対象児本人に改善したい
事柄や具体的な支援方法について自記式シートに基づいて尋ねると，A児がこれまで受けてき
た支援の中で自分に合っていたと考える支援方法を主張した。また，改善することが難しいと
判断すると周囲に自分の特性理解を求めるような方略を主張した。このことから対象児本人も
含めて支援内容を検討することは最適な支援を展開することにつながると考えられる。また，
本人と支援者との共通理解を得ることにもつながり，支援の方向性が明確になると考えられる。 
 
 これらの知見をもとに公開シンポジウムを開催し，アセスメントから個別の指導計画の作成，
支援に至る支援システムの有用性について検討し，相談支援事例をまとめた通常学級に在籍す
る子どもの学校適応支援マニュアルを作成・開発した。支援マニュアルは全国の教育現場等に
配布する準備を進めている。 
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